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①

経済モデルに新しく風化促進、バイオ炭、土壌炭素吸収をCDRとし
て導入し、そのモデル適用を行った。ネットゼロ排出目標を対象と
して分析をした。

先進国のネットゼロ排出目標は一定程度のCDR導入をともない、途上国がネットゼ
ロ排出を達成しないが何とか2℃目標を維持するためには先進国で大規模なCDRが
必要なことが分かった。

②
土地利用モデルに新しく植林のポテンシャル計算をできるように改
良を加えた。

植林のポテンシャルは世界全体で3-5GtCO2程度あることがわかった。

③
エネルギーシステムモデルに空気直接回収の複数技術を導入し、風
化促進も扱えるようにした。

風化促進は一定程度の量見込めることがわかり、既存のCDRを補う可能性が示唆さ
れた。

④
生物多様性モデルに新しいzonationを加えて評価できるようにし
た。また、植林やBECCSの生物多様性評価を行った。

BECCSは土地生産性が高いが、植林を原生林で行うか単一種の炭素吸収のみを目的
とした樹種にするかによっても結果の良しあしが変わることがわかった。

⑤
貧困人口が気候影響によってどのような影響を受けるか評価した。 気候影響は用いるモデル入力によって大きく変わりうるが、貧困人口に対する影

響は、気候変化より気候緩和策のほうが大きい可能性が示唆された。

⑥
大気汚染健康影響モデルの開発を行い、特に高齢者罹患による健康
影響を評価できるようにした。

今後の高齢化の影響は大気汚染影響を増幅させる可能性が示唆された。

⑦
火災モデルの改良に取り組み、バイオマス量の算定などで数値の更
新を行った。また、過去の火災による健康影響を評価した。

火災により追加的に発生していた死亡者人口が明らかになった。

⑧
大規模削減シナリオ下での対流圏オゾンの農業収量影響を評価し
た。その際複数の経済モデルを用いた国際比較分析を行った。

対流圏オゾンは緩和策の導入で一層減少していくことで農業生産性は向上する
が、炭素価格の導入による影響と比較するその影響は限定的であった。
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